
本ガイドラインは、設計変更の対象事項や必要な手続きなどを明らかにすることにより、
必要な設計変更を適切に行い、公共工事の品質確保を図るため策定したものである。 

工事請負契約設計変更ガイドラインの概要（土木編） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対 象 事 項 事       例 
１ 設計書、図面、仕様書が一致しない 
（優先順位が定められている場合を除く）      

（約款第１８条） 

・図面と仕様書の材料寸法、数量等の記載が一致しない。 
・平面図と断面図の寸法、材料名、仕様等の記載が一致しない。 

２ 設計図書に誤り又は脱漏がある 
（約款第１８条） 

・工事施工の制約条件である土質に関する条件明示がない。 
・使用する部材の品質が設計書に計上されていない。 

３ 設計図書の表示が明確でない 
（約款第１８条） 

・水替工について、作業時又は常時排水等の運転状況等の明示がない。 
・使用する材料の規格（種類、強度）が明確に示されていない。 

４ 設計図書に示された施工条件と実
際の工事現場が一致しない 

（約款第１８条） 

・設計図書に明示された地盤高と工事現場の地盤高が一致しない 
・設計図書に明示された土質が現場条件と一致しない。 

５ 予期することのできない特別な状
態が生じた   （約款第１８条） 

・施工中に埋蔵文化財を発見し、調査が必要となった。 
・工事範囲の一部に軟弱な地盤があり、地盤改良が必要となった。 
・施工中に地中障害物を発見し、撤去が必要となった。 

６ 発注者が必要あると認めるときの
設計図書の変更 （約款第１９条） 

・周辺住民との協議により、変更する必要がある。 
・関係官公署との協議により、変更する必要がある。 
・関連する工事との調整により、変更する必要がある。 

７ 受注者の責めによらない事由によ
る工事の一時中止（約款第２０条） 

・設計図書に定められた着手時期に、受注者の責めによらず施工がで
きない。 

・関係官公署の協議が未了のため、施工できない。 
・管理者間協議の結果、施工できない期間が設定された。 

８ 受注者の請求による工期の延⾧ 
(約款第２１条) 

・設計図書に明示された関連工事との調整に変更があり、工期の延⾧
が生じた場合。 

・その他受注者の責めに帰することができない事由により工期の延⾧
が生じた場合。 

９ 発注者の請求による工期の短縮 
(約款第２２条） 

・関連工事等の影響により、工期短縮が必要な場合。 
・その他の事由（地元、関係機関調整など）により工期の短縮が必要

な場合。 
10 受注者が行うべき「設計図書の照

査」の範囲を超える作業を実施する
場合 

(土木共通仕様書１－１－３第２項） 

・現地測量の結果、横断図を新たに作成する必要があるもの。又は、
縦断計画の見直しを伴う横断図の再作成が必要となるもの。 

・現地測量の結果、排水路計画を新たに作成する必要があるもの。 
又は、土工の縦横断計画の見直しが必要となるもの。 

（１）設計変更の基本的な考え方 

やむを得ない事情により設計図書と現場等に差異が生じた場合、当該工事との一 

体性を損なわない範囲において設計変更を行う。 

（２）設計変更が可能な場合 

①条件変更等に伴う設計変更（約款第１８条） 

②発注者が必要があると認めるときの設計図書の変更（約款第１９条） 

③受注者の責によらない事由による工事の一時中止（約款第２０条） 

④受注者の請求による工期の延⾧（約款第２１条） 

⑤発注者の請求による工期の短縮（約款第２２条） 

⑥受注者が行うべき「設計図書の照査」の範囲を超える作業を実施する場合                

（３）設計変更できない場合        （土木共通仕様書１－１－３第２項） 

①請負金額が当初の５０％を超えて増減する場合 

②契約約款・土木共通仕様書に定められた所定の手続き（契約約款第１８条から第 

２４条まで、共通仕様書１－１－１５から１－１－１７まで）を経ていない場合 

③書面（双方が合意したもの）によらないで施工した場合 

④発注者と協議を行わず受注者が独自の判断で施工した場合 

⑤発注者と受注者の協議が調わない時点で施工した場合 

ただし、災害又は予測できない事態が発生した場合その他やむを得ないと認めら 

れるときは、上記にかかわらず設計変更できるものとする。 

（４）変更の指示・設計変更に当たっての留意事項 

受注者は、工事の施工に当り、契約約款第１８条第１項に該当する事実を発見し 

たときは、直ちに監督員に通知し、その確認を請求する。 

発注者は、直ちに調査し速やかに調査結果を受注者に通知する。 

（５）設計変更の手続き 

受注者が、約款第１８条第１項に該当する事実を発見した場合は、本文記載のフ 

ロー図に従い手続きを行う。 

（１）仮設の基本的な考え方 
任意については、その仮設、施工方法の一切の手段の選択は受注者の責任で行う。 

（２）仮設費の変更 
任意仮設は、その仮設・施工方法に変更があっても原則として設計変更の対象としない。ただし、

設計図書に示された施工条件と実際の現場条件が一致しない場合は変更できる。指定仮設は、設計
変更の対象とする。 

１ 設計変更の基本 

２ 設計変更の対象となる具体的な事例 
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